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はじめに 

Ⅰ 現状の課題と基本的な考え方 

１．働き方改革 

２．仕事と育児・介護の両立に係る現状 

（１）仕事と育児の両立に係る現状 

（２）仕事と介護の両立に係る現状 

３．今後の両立支援制度の検討に当たっての基本的な考え方 

４．両立支援のための政策手段の考え方 

Ⅱ 具体的な対応方針 

１．子の年齢に応じた両立支援に対するニーズへの対応 

（１）子が３歳になるまでの両立支援の拡充 

（２）子が３歳以降小学校就学前までの両立支援の拡充 

（３）子の看護休暇制度の見直し 

２．仕事と育児の両立支援制度の活用促進 

（１）制度の活用をサポートする企業や周囲の労働者に対する支援 

（２）育児休業取得状況の公表や取得率の目標設定について 

３．次世代育成支援に向けた職場環境の整備 

４．介護離職を防止するための仕事と介護の両立支援制度の周知の強化等 

（１）仕事と介護の両立支援制度の情報提供や、制度を利用しやすい雇用環境

の整備の在り方 

（２）介護休業 

（３）介護期の働き方（介護休暇や短時間勤務等の選択的措置義務、テレワー

クの在り方等） 

５．障害児等を育てる親等、個別のニーズに配慮した両立支援について 

６．仕事と育児・介護との両立支援に当たって必要な環境整備 

（１）プライバシーへの配慮 

（２）心身の健康への配慮 

（３）有期雇用労働者の育児休業取得等の促進 

おわりに 


